
泉北ニュータウン再生府市等連携協議会

設立総会

日 時： 平成２２年４月１３日（火）１０時～

場 所： プリムローズ大阪 鳳凰（東）

資料－４ 設立趣意書 参考資料





■ 泉北ニュータウンの概要

事業主体 大阪府

事業期間 1965（昭和40）年12月 17年

～1983（昭和58）年3月 3ヶ月

入居開始 1967（昭和42）年12月

開発面積 約 1,557ha （堺市：1,511ha）

地区、住区 3地区 16住区

計画戸数 約 54,000戸 （堺市：53,500戸）

計画人口 約18万人

【泉北ニュータウンの事業概要】 泉ヶ丘地区

栂地区

光明池地区

【開発当初の区域図】



宮山台（昭和43年）

茶山台（昭和46年）

■ 泉北ニュータウンの建設当時の状況



■ 泉北ニュータウンの特長

商業・サービス施設などが
徒歩圏内に配置

多様な住宅ストックを有す
るまち

広域的な機能を持ち、近接
する都市に及ぶ生活圏の核

豊かな緑と周辺の農地や里
山などの田園環境にめぐま
れたまち

公共交通が整備されたまち

まちづくりの担い手となる
人材が豊富なまち

【開発当初の土地利用計画図】

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本編 P8 ～ P10
○計画的に施設配置
○広域的な機能
○多様な住宅ストック　→　コーポラティブ、テラスハウスなど
○豊かな緑と周辺の田園環境
○公共交通
○まちづくりの担い手



20年後の平成42年の人口は、現在の約３／４

■ 泉北ニュータウンの現況と問題点

１０年後
人口 約９割

現在（平成22年） 2０年後
人口 約３／４

【社会増減趨勢型推計による人口予測】
（資料：堺市推計）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本編 P15
【推計の基本条件】
国勢調査によるH12.10.1時点とH17.10.1時点の男女別・５歳階級人口を　比較し、
生残率から年齢階級毎の純移動率（≒社会増減率）を計算。
合計特殊出生率は、平成18年の堺市の水準　1.31を維持するものと仮定。



世帯分離による若年層の地区外転出

■ 泉北ニュータウンの現況と問題点

泉北ニュータウン区域の転出入（H16～H20計）
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（資料：堺市転出入人口データより作成）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本編 P12




府営住宅
15,797戸

26.8%
ＵＲ賃貸住宅

8,324戸
14.1%

府公社住宅
5,385戸

9.1%

公的賃貸住宅
29,546戸

50.0%

給与住宅等
1.3%

分譲マンション  20.9%

戸建住宅等
 28.0%

全体の約５割を占める公的賃貸住宅。多く発生している空家

■ 泉北ニュータウンの現況と問題点

全体
約 59,000戸

公的賃貸住宅
約 29,500戸

【空き家状況】府営住宅 8.5％ 府公社住宅 8.7％ ＵＲ賃貸住宅 6.4％

（資料：各事業者からのデータ（平成２１年３月）より作成）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本編 P13
バリアフリー、面積・間取り、設備関係がニーズに合わなくなる

（資料) 公的住宅は各事業者データに基づく平成21年3月時点の現況管理戸数。
公的分譲住宅は昭和46年処分計画書より。給与住宅は昭和46年処分計画書に基づき各住宅の管理企業への平成21年10月時点の聞き取りにより確認。
民間分譲マンションは昭和46年処分計画書に基づき給与住宅等からの転換分を住宅地図（平成20年10月版）で確認。
戸建て住宅は住宅地図（平成20年10月版）で居住者名義が確認できる区画を1戸として作成。
民間賃貸住宅については、確認ができないため省略している。）



昭和60年

食品

31.9%

物販

39.2%

飲食

11.3%

サービス

17.6%

非店舗

0.0%

平成20年

食品

17.6%

物販

19.0%

飲食

7.7%

サービス

41.2%

非店舗

14.5%

近隣センターの商業機能の低下と、サービス機能の店舗の立地

■ 泉北ニュータウンの現況と問題点

機能の変化
昭和６０年 平成２０年食品、物販が

約７割を占める
飲食､サービスが
約５割を占める

※サービス：銀行、接骨院、診療所、学習塾、理髪店等

※

（資料：「近隣センター再生へのアプローチ（平成20年3月：堺市南区役所）」より引用 数値は店舗数割合）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本編 P14
15の近隣センター（鴨谷台コンビニ撤退）
・スーパー撤退　3地区（宮山台、若松台、原山台）
・空き店舗　15%　
・機能の変化　→　接骨・針灸、介護施設などに転換
アンケート（利用しない理由）
・利用する理由　　⇒家から近い(82%)
・利用しない理由　⇒利用したい店がない(50%)、店の種類や数が少ない（45%）

（資料）「近隣センター再生へのアプローチ(平成20年3月：堺市南区役所)」より引用





人口の減少、少子・高齢化が進行

公共施設等の老朽化が進行

大量の公的賃貸住宅がニーズに
対応できなくなってきている

新たな都市機能の導入が難しい

地区センター・近隣センターの商業機
能が低下

一定次期期間
に一定世代が

大量入居

人口減少社会
少子高齢化

ライフスタイル
の多様化

一定時期に

施設の老朽・
陳腐化

社
会
情
勢
の
変
化

＋

ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
の
特
性
に
よ
る
影
響

■ 泉北ニュータウンの現況と問題点のまとめ

世帯分離による若年層の地区外転出

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本編 P11 ～ P14

少し詳しくポイントを説明⇒次のページより


